
令和５年２月１５日（水）

次期東京都再犯防止推進計画策定の
進め方について

東京都 生活文化スポーツ局
都民安全推進部 都民安全課



「次期東京都再犯防止推進計画」の検討体制について

都は、令和元年７月に、「再犯の防止等の推進に関する法律」の趣旨を踏まえ、「東京都再犯防止推進計画」を策
定した。本計画は計画期間を令和元年度から令和５年度までとしており、令和６年度当初に次期計画を定める必要が
ある。
次期計画の検討は、「東京都再犯防止推進協議会」及び「実務者会議」において進める。

東京都再犯防止推進協議会（親会） 東京都再犯防止推進協議会実務者会議

所掌事項

(1) 計画の策定及び変更に関すること
※要綱を改正し、本事項を追加（令和4年度末予定）

(2) 再犯防止の推進に向けた情報交換
(3) 再犯防止のための支援策等に関する検討
(4) その他、計画の実施に関すること

協議会（親会）の所掌事項について、
計画の重点課題ごとに具体的に議論

委員長・
会長

会長：東京都 生活文化スポーツ局生活安全担当局長 座長：東京都 生活文化スポーツ局治安対策担当部長

委員数

２３名（うち民間８名）
都職員 ８名
国の関係機関職員 ４名
区市町村職員 ３名
民間支援団体 ６名
被害者当事者 １名
有識者（学識経験者） １名

各回１５～２０名程度（うち民間５名程度）

親会と同様の分野から、開催回ごとにテーマとなる
重点課題に合わせて委員を選定・招集

令和５年度
開催予定

回数
２～３回 ２～３回

詳細

令 和 ５ 年 ２ 月
東京都生活文化スポーツ局



東京都再犯防止推進協議会 委員一覧（令和５年２月現在）

局 職名 氏名

東京都

生活文化スポーツ局 生活安全担当局長 小西 康弘

生活文化スポーツ局 治安対策担当部長 油谷 行泰

総務局 人権部長 吉村 幸子

住宅政策本部 住宅政策担当部長 浦口 恭直

福祉保健局 企画担当部長 森田 能城

産業労働局 雇用就業部長 山崎 太朗

教育庁 教育政策担当部長 秋田 一樹

警視庁 企画課長 髙口 雅人

国

東京地方検察庁 総務部付検事（社会復帰支援担当） 大極 俊紀

東京矯正管区 第１部次長 佐伯 由佳

東京保護観察所 所長 生駒 貴弘

東京労働局 職業安定部長 永野 靖

自治体

区部（中野区） 地域支えあい推進部長 角 秀行

市部（八王子市） 生活安全部長 長谷川 仁

町村部（瑞穂町） 福祉部長 福島 由子

更生保護団体

東京都保護司会連合会 会長 森久保康男

東京更生保護女性連盟 会長 矢野美惠子

東京更生保護施設連盟 会長 山田 憲児

福祉関係 東京都社会福祉協議会 事務局長 新内 康丈

弁護士 第二東京弁護士会 （弁護士会推薦） 石田 愛

地域団体 東京都町会連合会 会長 吉成 武男

犯罪被害当事者 犯罪被害当事者 糸賀 美恵

有識者 司法福祉 上智大学客員研究員・元教授 伊藤冨士江



東京都再犯防止推進協議会実務者会議 委員構成（案）（令和５年２月現在）

※都・国については、課長級から選出

※ 民間支援機関・団体については、各機
関・団体の副会長又は団体が推薦する者

局 部 課

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 治安対策担当部長

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 都民安全課長

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 共生社会担当課長

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 治安対策課長

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 若年支援課長

住宅政策本部 住宅企画部 住宅施策専門課長

住宅政策本部 都営住宅経営部 管理制度担当課長

福祉保健局 企画部 福祉政策推進担当課長

福祉保健局 生活福祉部 地域福祉課長

福祉保健局 障害者施策推進部 精神保健医療課長

福祉保健局 健康安全部 麻薬・医薬品安全対策専門課長

福祉保健局 都立病院支援部 連絡調整担当課長

産業労働局 雇用就業部 就業施策調整担当課長

教育庁 総務部 教育政策課長

警視庁 生活安全部 生活安全総務課 ストーカー対策室長

警視庁 生活安全部 少年育成課 環境担当管理官

警視庁 生活安全特別捜査隊 子ども・女性安全対策班担当副隊長

警視庁 組織犯罪対策部 暴力団対策課 暴力団排除担当管理官

警視庁 組織犯罪対策部 薬物銃器対策課 薬物銃器対策担当管理官

東京地方検察庁 総務部 統括捜査官（社会復帰支援担当）

東京矯正管区 更生支援企画課長

東京保護観察所 次長

東京労働局 職業安定部 職業対策課長

副会長　又は　団体が推薦する者

副会長　又は　団体が推薦する者

副会長　又は　団体が推薦する者

福祉関係 副会長　又は　団体が推薦する者

弁護士 （協議会委員と同じ）

有識者 （協議会委員と同じ）

社会福祉法人東京都社会福祉協議会

東京弁護士会弁護士

司法福祉

団体等名
所属

職名

東京都

国

更生保護団体

東京都保護司会連合会

東京更生保護女性連盟

東京更生保護施設連盟



東京都再犯防止推進協議会実務者会議 委員構成（案）②（令和５年２月現在）

局 部 課
① 就労・住居

の確保

② 保健医療・
福祉サービスの

利用促進

③ 非行防止・
修学支援、

特性に応じた指
導・支援

④ 民間協力者
の活動促進、

広報・啓発活動
の推進

⑤ 再犯防止の
ための連携体

制整備

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 治安対策担当部長 ○ ○ ○ ○ ○

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 都民安全課長 ○ ○ ○ ○ ○

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 共生社会担当課長 ○ ○ ○ ○ ○

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 治安対策課長 ○

生活文化スポーツ局 都民安全推進部 若年支援課長 ○

住宅政策本部 住宅企画部 住宅施策専門課長 ○

住宅政策本部 都営住宅経営部 管理制度担当課長 ○

福祉保健局 企画部 福祉政策推進担当課長 ○

福祉保健局 生活福祉部 地域福祉課長 ○ ○ ○ ○

福祉保健局 障害者施策推進部 精神保健医療課長 ○

福祉保健局 健康安全部 麻薬・医薬品安全対策専門課長 ○

福祉保健局 都立病院支援部 連絡調整担当課長 ○

産業労働局 雇用就業部 就業施策調整担当課長 ○

教育庁 総務部 教育政策課長 ○

警視庁 生活安全部 生活安全総務課 ストーカー対策室長 ○ ○ ○

警視庁 生活安全部 少年育成課 環境担当管理官 ○ ○

警視庁 生活安全特別捜査隊 子ども・女性安全対策班担当副隊長 ○

警視庁 組織犯罪対策部 暴力団対策課 暴力団排除担当管理官 ○

警視庁 組織犯罪対策部 薬物銃器対策課 薬物銃器対策担当管理官 ○ ○

東京地方検察庁 総務部 統括捜査官（社会復帰支援担当） ○

東京矯正管区 更生支援企画課長 ○ ○ ○ ○ ○

東京保護観察所 次長 ○ ○ ○ ○ ○

東京労働局 職業安定部 職業対策課長 ○

副会長　又は　団体が推薦する者 ○ ○ ○ ○ ○

副会長　又は　団体が推薦する者 ○ ○ ○ ○ ○

副会長　又は　団体が推薦する者 ○ ○ ○ ○ ○

福祉 副会長　又は　団体が推薦する者 ○ ○ ○

弁護士 （協議会委員と同じ） ○ ○ ○ ○ ○

有識者 （協議会委員と同じ） ○ ○ ○ ○ ○

社会福祉法人東京都社会福祉協議会

東京弁護士会弁護士

司法福祉

団体等名

所属

職名

現行計画の重点課題に対応した出席者

東京都
（18名）

国機関
（4名）

更生保護
（3名）

東京都保護司会連合会

東京更生保護女性連盟

東京更生保護施設連盟



次期東京都再犯防止推進計画策定に向けた会議開催スケジュール・課題

6

○ 計画策定にあたっての課題

○ スケジュール

計画の策定にあたり以下の点に留意

・ 国の再犯防止推進計画（今年度内策定予定）の内容を勘案

・ これまでの取組実績を踏まえた策定内容の検討

・ 関係機関の現状・課題を踏まえた施策を適切に記載

時期 Ｒ４
11月

２月15日 ３月 R5
4～5月

６～７月 ７～１０月 １１月 １２月 １月

事
項

実
務
者
会
議

協
議
会

親
会

・事業調査
・計画案検討
開始
・要綱の改正

計
画
案
検
討

協
議
会
親
会
①

実
務
者
会
議

(

２
回
～
3

回)

協
議
会
親
会
②

パ
ブ
コ
メ

協
議
会
親
会
③

詳
細

【協議会親会】
(法務省)
・国の再犯防止推進計画
（令和4年度末策定予定）

について

(都 生活文化スポーツ局)
・都の次期計画策定の進
め方について
・R4実務者会議の報告
・要綱改正案の説明

【協議会親会①】
・計画案の提示
・取組状況説明

【実務者会議】
・有識者からの意見聴取
⇒計画案検討、協議
第1回 有識者講演、意見交換
第2回 有識者講演、意見交換
第3回 計画案説明、意見交換

【協議会親会②】 計画案の承認

・議会への説明
・計画冊子の作成
（配布は翌年度）
・広報

【協議会親会③】
計画確定
（書面開催予定）



【参考】東京都再犯防止推進協議会の開催状況

年 度 議 事 概 要
元年度 ○協議会（１月）

・挨拶及び再犯防止に関する所属組織の取組の説明（各委員）

・事務局説明「東京都再犯防止推進計画について」（都民安全推進本部）

・講話「司法福祉について―加害者更生と被害者支援の視点から―」（上智大学伊藤教授）

２年度 ○第１回実務者会議（書面開催）（５月～６月）

・具体的な取組３ 非行の防止・学校と連携した修学支援等

・具体的な取組５ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進等

○第２回実務者会議（書面開催）（６月～７月）

・具体的な取組２ 保健医療・福祉サービスの利用の促進等

○第３回実務者会議（書面開催）（７月～８月）

・具体的な取組１ 就労・住居の確保等

○協議会（２月）

・令和２年度における「東京都再犯防止推進協議会実務者会議」の開催結果について報告

・講義「地域再犯防止推進モデル事業等について」（法務省）

３年度 ○第１回実務者会議（６月）

・具体的な取組５ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進等

○第２回実務者会議（８月）

・具体的な取組６ 再犯防止のための連携体制の整備等

○協議会（９月）

・「東京都再犯防止推進協議会実務者会議」（第１～２回）の開催結果について報告

・講演「名古屋市における再犯防止の取組について」（名古屋市）

４年度 ○第１回実務者会議（10月）

・具体的な取組１ 住居の確保



再犯防止に関する東京都の所管局として、各分野の事業について庁内外の関係機関との連携を図り、
都内における再犯防止を推進

① 再犯防止推進計画の検討・策定

② 再犯防止施策に関する東京都関係局・関係機関・民間団体との連携促進
・ 東京都再犯防止推進協議会、東京都再犯防止推進協議会実務者会議

③ 区市町村の取組支援
・ 区市町村サポート事業
・ 区市町村担当者連絡会

④ 保護司等の民間協力者の人材育成、ネットワーク強化等の支援
・ 再犯防止に関する研修会
・ 非行少年・再犯防止支援ガイドブック
・ 再犯防止に関するポータルサイト「リスタ！NET」
・ 支援者交流会開催（令和5年度新規）

⑤ その他
・ 犯罪に関する相談事業
・ 「社会を明るくする運動」
・ 保護観察対象少年の雇用
・ 保護司確保に向けた説明会（令和5年度新規）

東京都再犯防止推進計画における東京都 生活文化スポーツ局都民安全推進部の取組



東京都再犯防止推進計画における東京都関係局の取組

分野 所管局 具体的な取組（例）

就 労 産業労働局
・東京都しごとセンター・東京都立職業能力開発センター等を活用した就職支援
・「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設の促進に関する
条例」に基づく就労支援

住 居 住宅政策本部
・入居を拒まない民間賃貸住宅の供給や都営住宅の優先入居制度を活用した住居支援
・自立準備ホームの確保に向けた協力

福 祉 福祉保健局
・地域生活定着促進事業を活用した高齢者・障害者の社会復帰支援
・更生保護施設等に対する補助

医 療
福祉保健局

(東京都立病院機構)

・薬物依存症者に対する治療・支援の提供、ネットワーク構築
・薬物依存症者に対する治療・支援等の担い手等の確保
・薬物依存症者の家族等に対する支援の充実

教 育
教育庁
生活文化スポーツ局
（私学部）

・学校における非行防止のための教育
・学校生活の継続、学校教育の中断防止、地域で再度学ぶための支援の実施

その他 警視庁
・ストーカー加害者、暴力団関係者等に対する指導等
・警視庁少年センターにおける非行少年に対する支援


